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2E09 新しい知識連携型の 教育システム 

0 中谷光博 ( 産 総研 ) , 安藤敏雄 ( メットリンク ) , 
橋本昌 隆 ( ウェアラブルコンピュータ 研究開発機構 ) , 
高尾正樹 ( 東大総合 ) , 茶山秀一 ( 文科 省 ) 

1. はじめに 

近年、 我が国のバイオ 研究開発では、 著しい市場拡大が 予測されるバイオ 市場に対応していくために、 優れた研究開発の 

創出及 び 、 将来の研究活動を 担う優れた技術者が 多様な能力開発の 促進、 高い職業技術の 取得、 十分な知識経験を 有する 

ための高度な 教育など最先端の 技術や知識の 習得できる環境の 整備すること 必要不可欠となっている。 しかしながら、 新しい 

技術開発に担 う 教育は難しく、 大学、 企業内を超えた 産学官の連携による 教育システムを 自由に共有し、 それぞれの領域に 

とらわれない 自由な枠組みでの 研究開発の推進を 行いながら人材育成をスムーズにしているケースは、 非常に難しいのが 現 

状であ る。 こうした中、 研究開発型 NPO[1] を介した知識連携型の 教育システムと 呼ぶ新たな手法がその 特徴を生かし、 企業 

の 雇用戦略、 人材形成への 開発、 有効な産学官連携の 形成など新たな 人材育成の役割が 重要性だとわかってきた。 

そこで、 本論文では、 メットリンクのような 研究開発型 NPO における人材育成や 教育システムをべ ー スとして、 行政、 企業、 大 

学 、 研究機関、 専門学校などと 連携する新たな 教育システムの 特性を紹介する。 今回は特にバイオ 技術者の育成についてフ 

ォーカスする。 そして、 新たな仕組みとして 考えられる研究開発型 NPO を利用した教育システムについて 報告する。 

2. 研究開発における 雇用状況 

新たな産業の 中核となる科学技術研究の 領域は、 最新の技術を 有する研究技術者および 研究開発を支える 高度な能力、 

そして、 明るい起業人材が 極度に不足していると 考えられ、 研究、 開発、 事業化の各局面での 人材不足を解消することが 必 

要 であ る。 このため即戦力となる 研究技術者の 育成、 最先端の高度な 技術者の育成、 国際的な競争力ができる 人材の育成 

から、 将来の産業の 必要性から新たな 雇用の創出の 可能性があ る。 近年、 不況の影軒から、 技術者 ( テクニシャン ) といえる 研 

充補助者及び 技能者の従業者数は 研究者に比べ、 平成 11 年から減少傾向がおおきくなっており、 厳しい状況がつづいてい 

る。 研究者 1 人あ たりの技術者 ( 研究補助者及び 技能者 ) は平成 1W 年には 0 ． 18 となり研究者 10 人に対し技術者 2 人をきっている 

[2L 。 それだけに高い 技術力を持った 即戦力の技術者が 求められている。 将来の産業を 担う質の高い 技術者 ( テクニシャン ) の 

育成が今要請されている。 

泰一 1 平成 lW 年 ～ 15 年までの研究関連の 従業者数 

■研究関連従業者数 ■研究者 1 人当り 
補助者 技能者 合計 
0.11 0.12 0.24 

0.11 0.1l 0.22 

0.1l 0.11 0.21 

  0.09 0.09 0.18 

0.09 0.09 0.17 

■研究者 1 人当り 
  補助者 l 技能者 合計 
0.16 0.16 0.32 
0.15 0.14 0.30 

0.14 0.14 0.28 

0.12 0.11 0.23 

0.1I 0.10 0.22 

総務省「科学技術研究調査」参照加工 
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3. 研究開発型 NPO における教育システムの 特性 

研究開発型 NPO を介した知識連携型の 教育システムでは、 組織の枠にとらわれない、 大学や企業の 縛りのない活動ができ、 

そして、 幅広いネットワークにより、 数多くの教育カリキュラムを 遂行することが 可能であ る。 また、 同じ目的を共有しているという 

事から、 スキル、 モチベーションの 高いスタッフ ( 人材 ) が集まってくることが 言える [3] 。 現在の大学、 企業、 行政および地域だ 

けでの枠組みでは 考えられないことが 分かってきている。 具体的に研究開発型 NPO の特性として、 ①目的の明確な 基本構想 

の 立案と構想実現のために 一頁した戦略をとり ぅる ② 異 分野・異業種プレイヤ 一のネットワーク 化 ( 技術・人材の 集結 ) が可能 

であ る③場の構築が 可能であ る ( 社会ニーズを 汲み上げる場、 異分野・異業種のメンバーが 自由に意見交換できる 場、 実証 

実験の場 ) ④産学官いずれのセクタ 一にも属さず 中立的な立場を 保っことができ、 人材の流動性を 確保できる⑤活動に 関わ 

る 情報の透明性が 高いなどが言えることが 考えられる。 研究開発型 NPO を介することにより 企業、 大学、 公的機関といった 組 

織の枠組みにとらわれない 自由な形態での 連携を構築できる 仕組みであ る。 その仕組みを 持つことにより、 産学官連携を 容 

身 に構築できる 特徴と教育カリキュラムの 立ち上げ、 運営に制約的リスクが 低いという特徴を 生かした実践的な 人材育成が行 

えるのではないか。 実際の研究開発型 Npo を介した知識連携型組織の 人材育成の実例を 紹介する。 

研究開発型 Npo と言われるメットリンクやウェア ラ プルコンピュータ 研究開発機構の 教育では、 第一に日本企業の 経営の特 

徴とも言える 共同、 協力におけるチームワークを 生かした教育と 言える。 実際、 日本企業は、 能力や成果に 応じた賃金制度を 

導入し、 社員間の競争を 採り入れることで、 企業の生産性の 向上につなげたいと 考えていたが、 NPO では、 研究チームとの 協 

力することによる 活動が将来の 企業に生産性が 向上するという 考え方のように 思われる。 NPO 組織の教育では、 能力開発と 

労働意欲の関係による 生産性向上が 一つの 鍵 となっている。 次に、 産学官の連携を 容易に実施することができ、 その強みを 

生かし、 産学官の各セクタ 一の中からさまざまな 視点の知識を 提供することができている。 また、 企業間をまたがった 連携も 

NPO が関与することで 容易となるため、 産業界の人材ニーズ や 実践的な実証実験の 場になり ぅる ケースができている。 このよ う 

な Npo の特徴を生かすことで、 知識提供に最適な 人材が組織を 超えて集め、 産業界の実践的な 項目を題材とし、 組織の中 

で 技術を体験しながらの 実践的な教育のコースが 作れている。 

企業の中では、 会社的役割と 社会的役割があ り、 人材育成として 考えると、 内部での訓練と 外部での訓練がクロスして、 個 

人が自分自身の 中で形成しながら、 自分のあ るべきキャリアを 創造していく 事であ る。 現在、 パートや派遣労働や 契約型雇用 

などの流動型の 雇用形態が配置され、 雇用の流動化が、 「事実」として 進むことになる m4] が、 このことは、 会社的役割だけでは、 

社会に通用できない、 または、 社会的役割として、 社会に通用でいない 事、 会社的に対応できるかわからない 状況の中で「 真 

実 」と向き合いながら、 今後を考えなけれ ば ならない事であ る。 つまり、 今は、 日本の雇用システム 及び人事戦略が「事実」とし 

ての認識から、 「創造」としての 流動化に変化してきている。 これは研究開発型 NPO の存在に対する 考え方に似ており、 研究 

開発型 NPO は企業内での 人事戦略になり、 地域社会の役割に 貢献できることであ り、 そこから新たな 知識連携型の 教育が形 

成されることができると 考える。 

泰一 2 研究開発型 NPO を介した知識連携型の 教育システム 
  

                                                      研究施 尭型岡 RQ ゆ ・持株                                                                                                                                                                                                                                                                 有効 桂                                                                                   ・ 知臆 連携型の教育システムの 強み                   
  目的の明確な 基本構想の立案が 可能 

  構想実現のために 一貫した戦略が 可能 
スピードの強化 

共同、 協力におけるチームワーク 型 教育 

    異 異業種の人的ネットワーク 分野の人的ネットワーク 化 化 ( ( 技術・人材の 技術・人材の 集結 集結 ) ) が可能 が可能 人的ネットワーク 化 能力開発と労働意欲の 関係による教育 
  場の構築が可能 

(1) 社会ニーズを 汲み上げる 場 
組織連携の強化 知識を共有・ 提供 

(2) 異 分野・異業種のメンバーが 自由に意見交換できる 場 
(3) 実証実験の場 
  産学官いずれのセクタ 一にも属さない 中立的な立場を 保つ 

企業内育成の 戦略 

  人材の流動性の 確保 
中立性の強化 

  活動に関わる 情報の透明性が 高い オープ、 ノィヒ 社会的役割の 貢献 
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4. バイオ技術者教育の 特性一バイオ 技術者実態調査より 一 

近年、 バイオ研究開発では、 優れた研究開発の 創出と将来の 研究活動を担 う 優れた技術者が 多様な能力開発の 促進、 高 

い 職業技術の取得、 十分な知識経験を 有するための 高度な教育と 最先端の技術、 知識の習得できる 環境を整備することは 

不可欠であ る。 バイオ技術者の 人材ニーズは 、 特に先端的なバイオ 研究開発において、 研究者とチームを 形成し、 効率的な 

即戦力となる 技術者が求められている。 また、 既存産業からバイオ 産業への転換・ 新規参入の時には、 とりわけ即戦力となる 

技術者が必要となっている。 バイオ企業においても 高度な能力を 有する技術者は、 開発のスピード、 コストの増大、 国際競争 

などから非常に 重要な役割となっている。 

こうした中、 研究開発型 NPO のメットリンクが 行ったバイオ 技術者実態調査結果によると、 これまで研究開発現場において、 

技術者 ( テクニシャン ) は、 業務内容から 2 極 化が進行している 傾向がみられる。 その業務は実験材料の 調整、 保存、 管理、 試 

薬の調整、 汎用的な実験・ 解析・測定等と 広範な業務を 担当しているが、 近年の技術者の 業務に分化傾向がみられる。 すな 

ね ち、 研究業務における 基礎的汎用的業務と、 専門的技術を 要する実験・ 測定や機器操作等研究者と 一体になって 行 う より 

専門的な業務に 分化する傾向がみられる。 また、 技術者 ( テクニシヤン ) に対し「技術力の 高由 求める傾向が 高くなっており、 

専門技術者を 嘱望する高まりがみられる。 技術者は研究を 進める研究者を 補佐する業務者的傾向がみられたが、 バイオ研究 

の分野は広 い こともあ り、 基礎的・汎用的実験業務から 高度な実験・ 測定、 専門的・特殊な 機器操作等の 高度専門技術を 行 う 

専門技術者となる。 とりわけ、 高度専門技術者の 育成が望まれており、 今後、 技術者としての 専門職化がさらに 進むとみられる。 

これは、 研究者の研究開発領域が 専門化されるに 従い、 専門特化された 技術者も必要となっていると 言える。 このようなことか 

ら 、 専門化に伴 う 教育システムと 急速な 2 種化に伴 う 人材形成の教育システム 構築が重要だと 考えられる。 

図一 1 バイオ技術者 ( 技能者、 テクニシヤン ) の専門化と 2 極化   
( テクニシヤン )   
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や
 

      

  
次に、 バイオ産業分野の 技術者の正規社員と 非正規社員の 雇用について 見ると、 景気・合理化・ 競争的経営環境等の 厳し 

さが増す中で、 技術者の採用は 厳しくなってきている。 特に企業においてはその 傾向が顕著であ り、 企業の研究所における 

社員 ( 職員 ) の採用傾向は 大学、 大学院卒などの 研究員を嘱望する 求人が多くなっている。 新内ではこれら 正規研究員の 候 

補者が技術者業務を 行いつつ研究者へと 育成されている。 時には上級研究者が 所員と共に技術者業務を 行っている。 企業 

においては、 現在技術者の 採用が困難なため 研究者が技術者の 業務も行わなければならないとしづことがあ るのと、 研究者と 

してのキャリア 形成の一環として 技術者としての 業務を経験することが 必要であ るという 2 つの考え方が 分かれている。 前者に 

ついては、 経営側と現場 側 との方針の違いが 出ており、 研究現場では、 正規社員 ( 研究者 ) がする仕事と、 非正規社員 ( 技術 
者 ) する仕事が分かれていて、 正規社員がしなくて 非正規社員ができない 仕事があ り、 結果として正規社員がしなくてはならな 

い仕事となっている。 それは、 現在の経営状況にも 繋がっているものと 考えられる点であ る。 後者では、 OJT 型の技能形成とい 

うことから、 仕事としての 必要性があ り、 今後とのキャリア 形成の重要なステップであ ると考えられる。 

また、 教育カリキュラムとしてのキャリア・アップから 考えると、 技術者 ( テクニシヤン ) から研究者、 技術者と研究者として 育成さ 

ね 、 業務の内容に 応じて正規社員と 非正規社員の 技術者の仕事の 領域が区切られ、 それぞれの専門での 業務としてキャリア 

形成している 傾向があ る。 しかし、 研究業務の遂行における 技術者業務は 必要不可欠で 多用であ るため基礎的汎用的業務 
ほ ついてはアルバイト、 派遣等の契約社員、 及び覚部の専門業務処理機関 ( 会社 ) に依託する傾向がみられる。 これらのこと 
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から技術者の 教育において 考えてみると、 技術者一般ではなく、 基礎的汎用的技術者業務を 履行できる教育を 行 う ことによる 

バイオ技術者の 裾野の拡大している 傾向や、 また、 専門的な高度技術を 有する技術者の 育成による研究者とパートナーシッ 

プを 組める技術者の 育成をすることも 求められている。 そしてまた、 基礎的汎用的技術者業務履行者の 専門的な高度技術保 

有技術者へのスキルアップをするための 教育も望まれているといえる。 

5. 研究開発型 Npo のバイオ技術者教育システム 

以上のような 専門化に伴 う 教育システム、 2 極 化に伴 う 教育システム ( 正規社員と非正規社員 ) の正規社員としては 社員とし 

ての育成、 非正規社員としては 外注 ( アウトソーシンバ 化 ) すること考えられることから 派遣等の契約社員及び 外部の専門業務 

処理機関に伴 う 教育システムが 必要であ ることが、 研究開発型 Npo を介した知識連携型の 研究に ょ り、 企業、 大学、 研究機 

関などの雇用に 対する考え方や 人材ニーズ、 人材形成への 開発研究、 容易な産学官連携に よ る共同・協力体制などの 新た 

な バイオ技術者の 教育システムの 施策がわかった。 このことは、 現在のバイオ 技術の実用化に 向けた研究成果に 繋がると考 

える。 

研究開発型 NPO は、 人的ネットワークを 生かした技術・ 知識の共有と 人材ニーズを 汲み上げる 場 及 び 教育の場となり、 産学 

官の中立な立場における 機能が可能となり、 バイオ技術者の 教育システムの 最適な手段と 課題解決をはかる 一つの仕組みで 

あ ることを示唆している。 このことは、 研究開発型 Npo の活動により、 教育と仕事の 関係が明白に 整備されることから 効果的な 

キャリア形成や 人材育成がされるれ ぢ ことが明らかにされている。 我が国における 人材育成は、 企業内研修等が 中心であ っ 

たが、 個人を主とした 自発的な能力開発の 仕組みや企業覚における 人材育成を重要視することを 生かせる研究開発型 NPO 

組織の可能性があ る。 もちろん職業訓練校、 専門学校、 大学教育も加えて、 企業ニーズを 把握した多様な 能力開発における 

機会の確保・ 拡充などを促進し、 社会との共存を 考えた教育システムの 開発が可能となる。 

図一 2 研究開発型 NP0 の教育システムの 施策 

専門技術者の ( テクニシヤン 教育 )    専門技術者の ( テクニシヤン 仕事 ) 

インフラ整備 

研究者の教育   研究者の仕事 
の一ダ 一 ) ( リーダ一 ) 

6.  まとめ 

研究開発型 NPO による知識連携型の 教育システムは、 現在の社会の 構成組織であ る行政、 企業、 大学、 公的機関などの 

組織の枠組みを 超えて、 最適解を生成し、 共有しながら、 NPO に参加する個々人の 価値観と技術・ 知識を連結・ 形成できる。 

また、 産学官の連携を 容易に実施することができ、 その強みを生かし、 中立的立場からさまざまな 視点の知識を 提供すること 

ができると レづ 特徴を生かした 実践的な教育カリキュラムによる 人材育成が行えることを 研究開発型 Npo の中でわかってきた。 

今後、 この研究開発型 NPO の知識連結型の 仕組みを利用した 教育システムをさらに 構築し 、 新しい人材形成の 方法を提案 

していく。 
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